
 

 

○取手市国土交通省所管補助事業等の公共事業に係る再評価実施要綱 

平成１４年７月３０日 

告示第１２５号 

改正 平成１８年３月３１日告示第６４号 

平成２０年３月３１日告示第６８号 

平成２４年３月１３日告示第３６号 

（目的） 

第１条 この要綱は，市が実施する公共事業のうち国土交通省が所管する補助事業等として

準備中若しくは計画中の事業又は事業費が予算化された事業で，かつ，その期間が一定期

間を経過した事業に対し，社会情勢等の変化及び事業の投資効果等の視点から再評価を実

施することにより，公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図ること

を目的とする。 

（対象事業） 

第２条 再評価の対象となる事業は，国土交通省が所管する補助事業等（維持及び管理に係

る事業並びに災害復旧に係る事業等を除く。）で，市が実施するもののうち次の各号に掲

げる公共事業とする。 

(1) 補助事業等として国において事業費の予算化がされた時点（事業費が予算化された後，

都市計画の決定又は変更が行われた事業については，当該都市計画の決定又は変更が行

われた時点をいう。次号において同じ。）から起算して５年が経過した時点において，

別表第１の左欄に掲げる区分に応じ，同表の右欄に掲げる手続及び工事等に未着手の事

業 

(2) 補助事業等として国において事業費の予算化がされた時点から起算して１０年が経過

した時点において継続中である，別表第１の左欄に掲げる事業（一部が供用されている

事業を含む。） 

(3) 準備及び計画に係る着工準備費が国において予算化された時点（着工準備費が予算化

された後，都市計画の決定又は変更が行われた事業については，当該都市計画の決定又

は変更が行われた時点をいう。）から起算して５年が経過した時点において，補助事業

等として事業費の予算化がされていない事業（高規格幹線道路に係る事業，地域高規格

道路に係る事業，連続立体交差事業等（高速自動車国道又は都市高速道路に係る事業を

除く。）のうち大規模なものに限る。） 

(4) 前３号に規定する事業に係る再評価を実施した時点から起算して，別表第２の左欄に



 

 

掲げる区分に応じ，同表の右欄に掲げる期間が経過した事業 

(5) 前各号に定めるもののほか，社会経済情勢の急激な変化等により市長が必要と認める

事業 

（再評価の視点及び手法） 

第３条 市長は，次の各号に掲げる視点から総合的に再評価を実施するものとする。 

(1) 事業をめぐる社会経済情勢等の変化，費用対効果分析等による事業の投資効果並びに

事業の進捗率及び残事業の内容等から分析した，事業の必要性等に関する視点 

(2) 事業の進捗の見込み等に関する視点 

(3) コスト縮減及び代替案立案等の可能性に関する視点 

２ 市長は，当該事業及び社会情勢等の変化に係るデータの収集その他の方法により再評価

に係る資料を作成するとともに，国土交通省が定めるチェックリストその他関連資料に基

づき再評価を実施するものとする。 

（再評価の実施時期） 

第４条 再評価は，国における年度予算に係る実施計画策定時までに実施するものとする。 

（対応方針案の策定） 

第５条 市長は，再評価の結果に基づき，次の各号に掲げる基準により当該事業の継続の方

針（事業手法，施設規模等内容の見直し及び配慮すべき事項を盛り込んだ方針を含む。）

又は中止の方針（中止に伴う事後措置に係る記載を含む。）（以下「対応方針」という。）

に係る案を策定し，次条に定める委員会の意見を聴くものとする。 

(1) 第３条第１項第１号の視点による再評価及び同項第２号の視点による再評価がいずれ

も継続が妥当と判断することができる場合にあり，かつ，同項第３号の視点による再評

価により事業の見直しを図る必要がないと判断することができるときは，事業を継続す

ることができるものとする。 

(2) 第３条第１項第１号の視点による再評価若しくは同項第２号の視点による再評価のい

ずれか又は両方において継続が妥当と判断することができない場合であって，同項第３

号の視点による再評価に基づき，事業手法，施設規模等の見直しを実施することにより

同項第１号の視点による再評価及び同項第２号の視点による再評価がいずれも継続が妥

当と判断することができるときは，当該見直しを実施した上で事業を継続することがで

きるものとする。 

(3) 第３条第１項第１号の視点による再評価及び同項第２号の視点による再評価がいずれ

も継続が妥当と判断される場合であっても，同項第３号の視点による再評価に基づく事



 

 

業の見直しを実施することで事業の効率化が図られると判断することができる場合にお

いては，当該見直しを実施した上で事業を継続することができるものとする。 

(4) 第３条第１項第１号の視点による再評価又は同項第２号の視点による再評価のいずれ

か又は両方において継続が妥当と判断することができない場合であって，同項第３号の

視点による再評価により，事業手法，施設規模等の見直しを実施した場合においても継

続が妥当と判断することができないときは，事業を中止するものとする。 

（公共事業再評価委員会） 

第６条 市長は，再評価を適正に実施し，当該再評価の結果に基づき的確な対応方針を策定

するため，取手市国土交通省所管公共事業再評価委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

２ 委員会は，前条の規定による意見の求めに応じ，市長が策定した対応方針案を審議し，

当該対応方針案に関し不適切な点又は改善すべき点があると認めたときは，その理由を付

して市長に意見を具申するものとする。 

（委員会の組織等） 

第７条 委員会は，委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は，地域の社会状況等に関し優れた識見を有する者で，かつ，地域における公共事

業の実施に関し公正な判断をすることが可能な者のうちから，市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は，前任者の残任期間とする。 

４ 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

５ 委員長は委員の互選によってこれを定め，副委員長は委員のうちから委員長が指名する。 

６ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

７ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代

理する。 

（委員会の会議等） 

第８条 委員会は，委員長が招集し，委員長が会議の議長となる。 

２ 委員会は，委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は，議決する必要があると認められる場合は，出席委員の過半数で決し，可

否同数のときは議長が決するものとする。 

４ 委員会は，対応方針案に関し審議するため必要があると認めるときは，委員以外の関係

者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き，又は関係者から資料の提出を求めること



 

 

ができる。 

（対応方針の決定） 

第９条 市長は，第６条第２項の規定による意見の具申を受けたときは，当該意見を尊重し，

再評価の結果及び対応方針を決定するものとする。 

（公表） 

第１０条 市長は，前条の規定に基づき決定された再評価の結果及び対応方針その他必要と

認められる事項を，対応方針の決定理由，結論に至った経緯，再評価の根拠等とともに公

表するものとする。 

（委員会の庶務） 

第１１条 委員会の庶務は，都市整備部において処理する。この場合において，再評価及び

対応方針案に係る資料の作成その他市長が必要と認める事項は，当該事業を所管する課に

おいて行うものとする。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は，平成１４年８月１日から施行する。 

付 則（平成１８年告示第６４号） 

この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

付 則（平成２０年告示第６８号） 

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

付 則（平成２４年告示第３６号） 

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

事業区分 手続及び工事等の未着手の基準 

河川事業 用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

砂防，地すべり対策，急傾

斜地崩壊対策事業 

用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

道路，街路事業 用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

土地区画整理事業 用地買収手続，仮換地指定，建物移転，工事ともに未着手である

こと。 

市街地再開発事業 権利変換計画又は管理処分計画が未決定であり，かつ，用地買収



 

 

手続又は補償手続に未着手であること。 

公営住宅整備事業等 工事に未着手であること。 

住宅市街地整備総合支援事

業，密集住宅市街地整備促

進事業，住宅地区改良事業

等 

用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

下水道事業 用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

都市公園等事業 用地買収手続，工事ともに未着手であること。 

住宅宅地関連公共施設整備

促進事業 

道路，公園，下水道，河川等の公共施設整備事業について，通常

事業に準じて設定する。 

別表第２（第２条関係） 

事業区分 期間 

河川事業 ５年 

砂防，地すべり対策，急傾斜地崩壊対策事業 ５年 

道路，街路事業 ５年 

土地区画整理事業 ５年 

市街地再開発事業 ５年 

公営住宅整備事業等 ５年 

住宅市街地整備総合支援事業，密集住宅市街地整備促進事業，住宅地区改

良事業等 

５年 

下水道事業 １０年 

都市公園等事業 ５年 

住宅宅地関連公共施設整備促進事業 ５年 

 


